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第５章 コンクリート橋 
 

５.１ 橋梁形式の種類と特色 

５.１.１ コンクリート橋の特徴 

コンクリート橋は、多くの種類があり、それぞれの特徴を有しており、形式を選定するには各々

の形式の特徴を的確に把握し、総合的に判断する必要がある。 

選定に際しては、安全性、経済性、施工性に配慮する他、伸縮装置、支承等の少ない橋梁形式

等、将来の維持管理にも配慮する必要がある。 

コンクリート橋は、プレストレスの有無や導入方式、及び導入手段によって、次のように分類

することができる。 

（１） コンクリートのひびわれ特性は与えるプレストレスの大きさによって異なり、鉄筋コン

クリート橋（ＲＣ橋）、プレストレストコンクリート橋（ＰＣ橋）、及びＲＣ橋とＰＣ橋の

中間的な特性を有するＰＲＣ橋に分類される。 

（２） プレストレスの導入方式により、プレテンション方式とポストテンション方式に分類さ

れる。 

（３） プレストレス導入手段として、内ケーブル方式、外ケーブル方式、内外併用ケーブル方

式に分類される。 

 

表５.１.１ 一般的な鋼橋とコンクリート橋の特徴 

 鋼 橋 コンクリート橋 

重  量 軽い 重い 

構 造 性 圧縮に弱く、引張に強い 圧縮に強く、引張に弱い 

維持管理 多い 少ない 

桁 製 作 工場製作 工場製作、現場製作 

 

（１） プレストレスの大きさによる分類 

1) ＲＣ橋 

ひび割れの制御と耐力の確保を鉄筋のみによって達成する橋梁である。 

コンクリートに引張ひび割れが生じたとき、鉄筋とコンクリートとの間の付着を利用し

て、その開口の増加を抑制するとともに、その部分における全引張応力を負担して圧縮部

コンクリートの全圧縮応力と並行を保ち、これによって、断面に働く曲げモーメントに抵

抗する。 

荷重の増加に比例して、コンクリートひび割れ幅も増加する。 

2) ＰＣ橋 

設計荷重作用時に、有害なひびわれが発生するような引張ひずみが生じないようプレス

トレスを導入し、耐力もプレストレス導入用のＰＣ鋼材によって確保する橋梁である。 

3) ＰＲＣ橋 

設計荷重作用時に、有害なひびわれが発生しないようにプレストレスと引張鉄筋を配置

してひびわれの制御を行い、耐力は、プレストレスを導入したＰＣ鋼材と引張鉄筋によっ

て確保する。 
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 ｺｰﾋｰﾌﾞﾚｲｸ      

「プレストレストレインフォーストコンクリート（ＰＲＣ構造）について」 

 

 ＲＣ構造は、主に部材の引張応力を鉄筋によって、圧縮応力をコンクリートによって負担する

構造となっており、一般にひび割れが発生することを前提とした設計が行われています。 

 ＰＣ構造は、コンクリート部材にプレストレスによる圧縮応力を作用させ、発生応力を主にコ

ンクリートによって負担する構造となっており、活荷重載荷時にはひび割れが発生しないことを

前提とした設計が行われています。 

 ＰＲＣ構造は、所要のひび割れ条件を満足するようにプレストレスと鉄筋で補強されたコンク

リートで、ＲＣ構造とＰＣ構造の中間領域の構造体です。特定の使用限界状態においてひび割れ

の発生を許容してそのひび割れ幅を制御するものです。使用限界状態については、環境条件、構

造物又は部材の機能・使用目的等に応じて種々の設定が可能です。例えば、水の浸入が予想され

る箇所では、同じ荷重組合せ・限界状態でもひび割れを許容しないとか、発生頻度の低い荷重組

合せ・限界状態ではひび割れを許容する等である。さらにはひび割れ幅を制御する場合もありま

す。 

 ひび割れに対して、適切に許容・制御することにより、合理的・経済的なコンクリート構造を

設計することが可能となります。 

ＲＣ構造：ＰＣ鋼材無、鉄筋量大 

 

 ひび割れの制御と耐力の確保を鉄筋のみによ

って達成する橋梁である。 

コンクリートに引張ひび割れが生じたとき、

鉄筋とコンクリートとの間の付着を利用して、

その開口の増加を抑制するとともに、その部分

における全引張応力を負担して圧縮部コンク

リートの全圧縮応力と並行を保ち、これによっ

て、断面に働く曲げモーメントに抵抗する。 

 荷重の増加に比例して、コンクリートひび割

れ幅も増加する。 

ＰＣ構造：ＰＣ鋼材量大、鉄筋量小 

 

 設計荷重作用時に、有害なひびわれが発生す

るような引張ひずみが生じないようプレスト

レスを導入し、耐力もプレストレス導入用のＰ

Ｃ鋼材によって確保する橋梁である。 

ＰＲＣ構造：ＰＣ鋼材量中、鉄筋量中 

 

 設計荷重作用時に、有害なひびわれが発生し

ないようにプレストレスと引張鉄筋を配置し

てひびわれの制御を行い、耐力は、プレストレ

スを導入したＰＣ鋼材と引張鉄筋によって確

保する。 

図５.１.１ ＲＣ、ＰＣ、ＰＲＣ構造比較概念図 
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（２） プレストレスの導入方式による分類 

1) プレテンション方式 

型枠中の所定位置に配置した鋼材に引張力を与えておいてコンクリートを打ち、コンク

リートの硬化後にＰＣ鋼材に与えておいた引張力をＰＣ鋼材とコンクリートの付着によ

りコンクリートに伝えてプレストレスを与える。 

 

 

 

 

 

 

  ①はじめにPC鋼材を緊張、次に緊張した状態で鉄筋型枠の組立 

  ②コンクリートを打設し、養生する 

  ③コンクリートの硬化後、可動定着版を動かしPC鋼材の緊張を緩める 

図５.１.２ プレテンション工法 

 

2) ポストテンション方式場所打ち桁 

ＰＣ鋼材を通したシースを配置しておいてコンクリートを打ち、コンクリートの硬化後

に鋼材を緊張して引張力を与え、そのＰＣ鋼材端部をコンクリート部材に定着させてプレ

ストレスを与える。 

 

 

 

 

 

  ①あらかじめシースを入れてコンクリートを打設し、養生する 

  ②コンクリートが硬化した後シース内のPC鋼材を緊張し、定着する 

図５.１.３ ポストテンション工法 

 

3) ポストテンション方式プレキャスト桁 

工場にて運搬可能な大きさに分割した「セグメント」と呼ばれるプレキャスト部材を製    

作し、現場に運搬した後、ポストテンション方式でプレストレスを導入し現場で一体化さ

せる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：PC道路橋計画マニュアル（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会（H19.10）P.60 図-2.4.1 

図５.１.４ プレキャストセグメント方式概念図 
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3) プレキャスト桁架設方式連続桁橋 

プレキャスト桁架設方式連続桁橋は、プレキャスト桁を単純桁として架設し、中間支点

上で現場打ちコンクリートを用いて主桁を橋軸方向にＲＣ又はＰＣ構造で連結する形式

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：PC道路橋計画マニュアル（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会（H19.10）P.79 図-2.5.2 

図５.１.５ プレキャスト桁架設方式連続桁橋の連結構造（ＲＣ連結） 

 

 

（３） プレストレスの導入手段による分類 

1) 内ケーブル方式  

緊張材がコンクリート部材内に配置されたもので、現場にてグラウトを注入してコンク

リートとＰＣ鋼材を一体化させたグラウト方式と、グラウトを必要としないエポキシ樹脂

を硬化させてコンクリートとＰＣ鋼材を一体化させるプレグラウトタイプに分類される。 

2) 外ケーブル方式 

恒久的な防錆・防食処理を施した緊張材をコンクリート外側に配置し、定着部あるいは

偏向部（デビエーター）を介して部材に永続的なプレストレスを与える方式をいう。 

外ケーブル方式は、緊張材、定着具、緊張材の位置を保持するための偏向部や緊張材の

防護等に使用する保護管や充填材の材料等により構成される。 

防錆・防食処理を施した緊張材には、透明シースに普通ＰＣ鋼より線を挿入したのちに

セメントグラウトを充填する工法と外周にエポキシ樹脂によって被覆を形成した外周塗

装型ＰＣ鋼より線などがあるが、大気、水分、紫外線等の劣化作用に応じて所定の耐久性

を確保できる防食方法を採用する必要がある。 
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図５.１.６ 外ケーブル方式の概念図 

 

3)内外併用ケーブル方式 

 内ケーブル方式と外ケーブル方式を併用した方式である。 

 

 

 

 

 

 

図５.１.７ 内外ケーブル方式 

 

５.１.２ 各橋梁形式の概要と特徴 

（１） 断面形状により主に、床版橋、Ｔ桁橋、箱桁橋、合成桁橋等がある。 

（２） 構造形式により主に、単純桁橋、連続桁橋、ラーメン橋、アーチ橋、斜張橋等がある。 

（１）断面形状による分類 

1) 床版橋 

床版橋とは、２方向に広がりをもち、相対する２辺が支持され、他の２辺が自由な版構

造の橋である。 

版厚が薄く、版自重があまり大きくならない範囲で単純支間に換算して２５ｍ程度以下

の比較的小支間の橋に採用されるのが一般的である。 

版厚が薄いことから、桁高さが制約されるような場所に適した構造であり、一般橋梁部

においても、単純な構造で、施工性に優れ、支間長や橋脚構造の工夫によっては、スレン

ダーで軽快な感じを与える。 

一般的な呼び方として「中空床版」、「ホロー」、「ホロースラブ」とも言う。 

 

(a) 床版橋               (b) 中空床版橋 

注 （現場打中空床版橋についての留意事項５.４.６に記載） 

 

(c) プレテンション方式中空床版橋 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.220 図-12.1.2 

図５.１.８ 床版橋の断面形状 
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2) Ｔ桁橋 

Ｔ形断面をした主桁２本以上からなり、プレストレストコンクリートもしくは鉄筋コン

クリートが用いられるが、現在は、プレストレストコンクリート構造が通常用いられる。 

ＰＣのＴ桁橋は、Ｔ桁を複数配置し、上フランジ間及び横桁部に場所打ちコンクリート

を打設し、横締めによって一体構造とすることが多い。 

 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.238 図-13.1.1 

図５.１.９ Ｔ桁橋 

 

 

3) バルブＴ桁橋 

ポストテンション方式バルブＴ桁橋は、Ｔ桁橋をプレキャストセグメント工法にて施工

することにより、工期の短縮と品質の向上が図れる構造であり、以下のような特徴がある。 

・主桁下フランジを球根状に広げることにより、セグメントに分割した状態での自立安 定

性を向上させている。 

・上フランジ幅を広く取り、主桁本数を減らすことにより工事費の削減を目指している。 

・自重の低減、合理的な断面形状の採用により、桁本数が少ないにもかかわらず、桁高は

ポストテンション方式Ｔ桁橋と同程度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図５.１.１０ バルブＴ桁橋 
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4) 箱桁橋 

上フランジ、下フランジ及び２本以上のウェブから構成された箱形断面の桁橋である。 

上フランジ、下フランジの占める断面積が大きいので主桁としての曲げモーメントによ

る大きな圧縮応力に抵抗できることや、補強鋼材等を多量に配置できること、ねじり剛性

が大きいので活荷重に対する荷重分配が良好なこと等の断面の特性を利用して、連続桁橋、

ラーメン橋、斜張橋等の長大橋、及び幅員の大きい場合や、曲線橋の場合等に数多く採用

されている。 

 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.256 図-14.1.1 

図５.１.１１ 箱桁橋の断面形状 

 

 

4) 合成桁橋 

一般にＰＣ桁と、ＲＣ又はＰＣによる床版を所要のずれ止めによって結合することによ

り、荷重に対し床版と桁を一体化した合成断面で抵抗するものである。 

桁と床版が一体となって荷重に対抗する。ずれ止めには、一般に、桁から突出した鉄筋

を床版に埋め込む形式が用いられ、結合面に垂直に配置される。 

図５.１.１０に合成桁橋の構造を示す。 

 

 

図５.１.１２ 合成桁橋の断面形状 

 

 

（ＰＣコンポ橋） 
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 ｺｰﾋｰﾌﾞﾚｲｸ      

「ＪＩＳ桁の適用範囲について」 

 

 ＪＩＳにおいて、工場で製作されるプレテンション方式の桁として、床版橋及びＴ桁橋を規定し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用支間と適用範囲 

項 目 プ レ テ ン 床 版 橋 プ レ テ ン T 桁 橋 

活荷重 A活荷重、B活荷重 A活荷重、B活荷重 

支 間 5m～（1mピッチ）～24m 18m～（1mピッチ）～24m 

斜 角 90°≧θ≧60°の範囲 90°≧θ≧70°の範囲 

     注） 適用支間範囲外の活荷重及び斜角を有する橋梁の場合には、検討を行って使用 

        できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支間と桁高 
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（２） 構造形式による分類 

1) 単純桁橋 

両桁端を支承によって単純支持させた、最も基本的な形式である。 

2) 連続桁橋 

連続桁橋は、桁が２径間以上にわたって連続し、かつ支承により支持されているもので

ある。 

連続桁橋は、同一支間の単純桁橋よりも曲げモーメントの最大値が小さくなり、同一桁

高の単純桁橋より支間を長くすることが可能となる。又、耐震性にも優れ、伸縮装置の減

少から走行性や維持管理に有利な構造といえる。 

3) ラーメン橋 

桁と柱が剛結された構造である。 

上部構造が一体となるので、支承が不要となり、水平部材のモーメントを一部鉛直部材

にも負担させることができるので、桁高を低くできる。又、多径間の橋りょうでは、地震

時水平力を各橋脚に分散できるので、連続桁橋に比べて有利となることがある。 

又、温度、乾燥収縮、クリープ、基礎の不等沈下等による影響が大きくなる場合がある。 

ＲＣ構造としては、連続橋、ＰＣ橋としては、有ヒンジ、連続、Ｔ型、Ｖ脚、方杖、ピ

ルツ式等がある。 

 

 

 

 

 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.322 

図５.１.１３ ラーメン橋の構造 

 

4) アーチ橋 

古くから施工されており、圧縮に強いコンクリート橋としては、最も合理的な形式である。

支持条件により、固定アーチ、２ヒンジアーチ、３ヒンジアーチ、タイドアーチ等に分類さ

れる。 

アーチ基礎には、大きな軸力が作用するので、他の形式よりも堅固な支持層のあることが

必要である。 

 

 

 

 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.349 図-17.2.1 

図５.１.１４ アーチ橋の構造 
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5) 斜張橋 

塔から高強度のケーブルで主桁を斜めに吊り下げる橋りょう形式である。このうち圧縮

力が支配的となる塔に鉄筋コンクリート、桁にプレストレストコンクリートを使用したも

のがＰＣ斜張橋である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.416 図-20.1.1 

図５.１.１５ 斜張橋の構造 

 

6) その他 

① エクストラドーズド橋 

エクストラドーズド橋と斜張橋の構造には明らかな境界はないが、斜張橋は主桁を斜

材により支持した構造であるのが基本思想であるのに対して、エクストラドーズド橋は 

斜材は大編心させた外ケーブルであり、主桁へプレストレス力を導入するための補強材

である事を基本としている橋梁である。 

 

 

 

参考：PC道路橋計画マニュアル（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会（H19.10）P.164 図-4.3.2 

図５.１.１６ エクストラドーズド橋の構造 
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② プレビーム合成桁橋 

プレビーム合成桁橋は鋼桁とコンクリートを合成し、プレストレスを導入した桁であ

る。他形式に比べて非常に低い桁高で設計・施工が可能であり、桁高が制限される橋梁

や建築物の梁等に多く適用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.527 付図-5.1 

図５.１.１７ プレビーム合成桁橋の構造 

 

③ バイプレ工法 

バイプレ工法とは、桁高制限を受ける様な場合に桁上縁の曲げ圧縮応力度が許容値を

超過しない様に引張プレストレスを付与する事により、桁高を低くする事を可能とした

構造である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.533 付図-6.1、P.534 付図-6.2 

図５.１.１８ バイプレ工法の構造 
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 ｺｰﾋｰﾌﾞﾚｲｸ      

「高機能PC鋼材とプレグラウトPC鋼材」 

 

 近年、PC構造物において、PC鋼材の腐食に関する各種の事故が発生しています。その原因は環境

に起因するもの（主に塩害）と施工不良に起因するもの（主にPCグラウト充填不良）があります。

そのため、それらに対応するものとして、高機能PC鋼材やプレグラウトPC鋼材が開発されています。 

 

高機能PC鋼材 

PC鋼より線にエポキシ樹脂塗装等の防錆処理を施すことにより従来ケーブルと比較して、高

耐久性を有しています。 

 

プレグラウトPC鋼材 

予め工場で鋼材に後硬化型の樹脂が塗布されており、工場製作時からシースに包まれている

ため、現場でのグラウト作業が不要となる鋼材です。このため、省力化、PCケーブルと構造物

の信頼性向上、工期短縮等の様々なメリットがあります。 
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５.２ プレストレス 

５.２.１ プレストレストコンクリートの概要 

プレストレスコンクリートは、圧縮力には強いが引張力に極めて弱いコンクリートに対して、

引張応力が生じる部分にあらかじめ計画的に圧縮応力を与え、引張応力をうち消すことにより、

部材の全断面を有効に機能することとした構造物である。  

プレストレストコンクリートにおいて、あらかじめコンクリート断面に与える圧縮応力をプレ

ストレスといい、通常、高強度のＰＣ鋼材を使用してプレストレスを与える。  

必要プレストレスの算定についての設計計算では、コンクリートに生じる引張応力度を許容応

力度以内とするためにプレストレス量を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５.２.１ プレストレスの概念図 
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５.２.２ プレストレス力 

構造物にプレストレス力を導入する場合には、プレストレッシング直後のプレストレス力及び

有効プレストレス力に区分して、それぞれ適切に考慮するものとする。 

参考：道示Ⅰ2.2.4（H24.3）P.31 

ＰＣ鋼材によって導入されるプレストレス力は、桁端部で導入した力が全域にわたり一定では

なく、状態の変化や時間の経過にともなって減少していくので、プレストレスの減少量をあらか

じめ算定して有効プレストレス力を定めなければならない。 

（１） プレストレッシング直後のプレストレス力 

プレストレッシング直後のプレストレス力の減少は、プレテンション方式ではコンクリー

トの弾性変形を、ポストテンション方式ではコンクリートの弾性変形、ＰＣ鋼材とシースの

摩擦、定着具及びジャッキ内部の摩擦、定着具におけるセット等を考慮する必要がある。 

（２） 有効プレストレス力 

有効プレストレス力は、コンクリートのクリープ及び乾燥収縮と、ＰＣ鋼材の見かけのリ

ラクセーションによるプレストレス力の減少量を、プレストレッシング直後のプレストレス

力より減ずることによって求めてよい。 

 

参考：やさしいＰＣ橋の設計（社）プレストレスト・コンクリート建設業協会（H14.7）P.175 

図５.２.２ プレストレスの段階的変化 
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初 期 導 入 応 力 度 の 決 定      

      

      

Ｐ Ｃ 鋼 材 と シ ー ス の 摩 擦（ 角 変 化

と 長 さ ）に よ る Ｐ Ｃ 鋼 材 引 張 力 の

減 少 の 計 算  

 

（ ポ ス ト テ ン シ ョ ン 方 式 の み ）  

 

 摩 擦 に よ る Ｐ Ｃ 鋼 材 引 張 力 の 減 少 は 、  

主 と し て Ｐ Ｃ 鋼 材 と シ ー ス と の 摩 擦 に よ

っ て 生 じ る が 、 工 法 に よ っ て は 定 着 具 の

摩 擦 と ジ ャ ッ キ 内 部 の 摩 擦 が あ る の で 、

こ れ ら の 摩 擦 に よ る 影 響 に つ い て も 考 慮

す る 必 要 が あ る 。  

      

      

定 着 具 に お け る セ ッ ト ロ ス に よ

る Ｐ Ｃ 鋼 材 引 張 力 の 減 少 の 計 算  

（ ポ ス ト テ ン シ ョ ン 方 式 の み ）  

 

 定 着 具 の セ ッ ト ロ ス の 影 響 に よ る Ｐ Ｃ

鋼 材 引 張 力 の 減 少 量 は 、 各 Ｐ Ｃ 工 法 に よ

っ て 異 な る 。 ね じ 式 及 び ぼ た ん 式 の 定 着

方 式 に お い て は 、 セ ッ ト 量 が 僅 少 で あ る

の で そ の 影 響 を 無 視 で き る が 、 く さ び 式

の 定 着 方 式 で は 比 較 的 大 き な セ ッ ト 量 が

生 じ る の で 、 そ の 影 響 を 考 慮 し て 、 Ｐ Ｃ

鋼 材 引 張 力 の 減 少 量 を 算 出 す る 。  

      

      

コ ン ク リ ー ト の 弾 性 変 形 に よ る

Ｐ Ｃ 鋼 材 引 張 力 の 減 少 計 算  
 

 コ ン ク リ ー ト の 弾 性 変 形 に よ る Ｐ Ｃ 鋼

材 の 引 張 応 力 度 の 減 少 量 は 、 プ レ テ ン シ

ョ ン 方 式 の 場 合 に は 、 コ ン ク リ ー ト に プ

レ ス ト レ ス が 一 度 に 与 え ら れ る た め 、 Ｐ

Ｃ 鋼 材 の 図 心 位 置 で の コ ン ク リ ー ト 応 力

度 に Ｐ Ｃ 鋼 材 と コ ン ク リ ー ト の ヤ ン グ 係

数 比 ( n )を 乗 じ て 算 出 さ れ る 。ポ ス ト テ ン

シ ョ ン 方 式 の 場 合 に は 、 一 般 に 、 Ｐ Ｃ 鋼

材 が 一 本 ご と 又 は グ ル ー プ ご と に 緊 張 さ

れ 、 緊 張 段 階 に お い て 既 に 定 着 さ れ た Ｐ

Ｃ 鋼 材 の 引 張 力 が 順 次 変 化 し て い く の

で 、こ れ ら を 考 慮 し て 減 少 量 を 算 出 す る 。 

      

    プ レ ス ト レ ッ シ ン グ 直 後  

の プ レ ス ト レ ス 力  

 

     

      

コ ン ク リ ー ト の ク リ ー プ・乾 燥 収

縮 に よ る Ｐ Ｃ 鋼 材 引 張 力 の 減 少

の 計 算  

 
 コ ン ク リ ー ト が 、 乾 燥 収 縮 ・ ク リ ー プ

に よ り 縮 小 す る こ と に よ り 生 じ る 。  

      

      

Ｐ Ｃ 鋼 材 の リ ラ ク セ ー シ ョ ン に

よ る 引 張 力 の 減 少 の 計 算  
 

 Ｐ Ｃ 鋼 材 を 、 一 定 ひ ず み 下 で 緊 張 し た

ま ま 置 い た 場 合 に 、 鋼 材 応 力 が 低 下 し て

い く こ と に よ り 生 じ る 。  

      

    
有 効 プ レ ス ト レ ス 力  

 

     

      

Ｐ Ｃ 鋼 材 の 応 力 度 照 査      

      

      

有 効 係 数 の 計 算      

 

図５.２.３ 有効プレストレス力の計算の手順 
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５.２.３ ＰＣ鋼材の選定 

 ＰＣ鋼材には、ＰＣ鋼線・ＰＣ鋼より線とＰＣ鋼棒がある。ＰＣ鋼材は、経済性、構造物の

規模、形式、施工性、導入するプレストレス力の大きさ及び定着部付近の部材断面寸法等を十

分考慮して選定する必要がある。  

ＰＣ鋼棒は、一般的にＰＣ鋼線やＰＣ鋼より線と比較して強度レベルは低いが、端部に転造ね

じ加工を施すことによって簡単に定着できる利点がある。 

 

表５.２.１ ＰＣ鋼材の種類 

 

 種  類 サイズ mm 形    状 適 用 例 

Ｐ
Ｃ
鋼
棒
・
鋼
よ
り
線 

ＰＣ鋼線（単線） 

（SWPR1、SWPD1） 
5,7,8,9 

 
床版 

2本よりＰＣ鋼より線 

（SWPR2） 
2.9×2本より 

 
床版 

7本よりＰＣ鋼より線 

（SWPR7A、SWPR7B） 

SWPR7A 

9.3,10.8,12.4,15.2 

SWPR7B 

9.5,11.1,12.7,15.2 
 

主桁、床版 

19本よりＰＣ鋼より線 17.8,19.3,21.8,28.6 
 

主桁、床版 

Ｐ
Ｃ
鋼
棒 

丸 棒 

 
23,26,32 

  
主桁、床版、鉛直締め 

 

    

        

        ［鋼材の表示意味］ 

 

        例：ＳＷＰＲ   １２ Ｓ １２．７  Ｂ 

    

      

 

 

 

 

 

 

 

ＰＣの種類 

 Ｂ：鋼棒 

 Ｓ：鋼より線 

 Ｗ：鋼線 

ＪＩＳ記

号                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

ＰＣ鋼材の引張強度の種別 

ＰＣ鋼材の公称経(mm) 

１緊張材中のＰＣ鋼材本数 
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５.２.４ ＰＣ鋼材の配置 

 ＰＣ鋼材は、摩擦による損失が少なくなるように配置するとともに、部材全長にわたってＰＣ

鋼材の断面積に急激な増減がないように配置する必要がある。 

参考：道示Ⅲ6.6.6（H24.3）P.198 

                   

ＰＣ鋼材引張力の摩擦損失は、ＰＣ鋼材の曲げ変化角及び長さに比例するものであり、連続桁

のように桁長が長く、ＰＣ鋼材を曲げ上げあるいは曲げ下げすることで形状がＳ字形になる場合

には、摩擦損失の影響は相当大きくなる。したがって、次の事項を考慮して、摩擦損失を少なく

することが望ましい。 

① ＰＣ鋼材をできる限り直線に近いように配置する。 

② １本のＰＣ鋼材の配置で多くのＳ字曲線を含まないように、桁の途中で定着する。 

ただし、途中定着させる場合は、定着具を集中させることは、避ける必要がある。 

③ 平面形状についても、できる限り一鉛直面内にあるようにし、直線状に配置する。 

 

 

５.２.５ ＰＣ鋼材の定着位置と定着具付近の補強 

（１） 定着具の位置は、部材に所定のプレストレスを導入できるように、又、部材に有害なひ

び割れが生じないように選ぶものとする。 

（２） ポストテンション方式Ｔ桁橋におけるＰＣ鋼材は端部定着を標準とする。 

（３） 定着具付近は、定着具背面に生じる引張応力に対して十分抵抗できる構造とするものと

する。 

参考：道示Ⅲ6.6.7～道示Ⅲ6.6.8（H24.3）P.200～P.202 

   

図５.２.４ 定着部の概要 

 

（１） 定着具近くの断面では、プレストレスト力の局部集中等の影響による応力の乱れがあっ

て、定着具付近から離れた断面の応力分布とは異なるので注意する必要がある。定着位置か

らプレストレストが有効に作用する断面までの区間には軸方向用心鉄筋を配置する必要があ

る。 

又、部材の中間に定着具を設ける場合は、応力変動の大きい点から十分離し、断面の図心

に近い位置かあるいは部材断面圧縮部のコンクリートに定着するのがよい。 
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（２） ポストテンション方式Ｔ桁橋においては、ＰＣ鋼材の緊張作業工数の省力化及び耐久性

を考慮し、ＰＣ鋼材の上縁定着は行わず、すべて端部定着とする。 

 

上縁定着                  全て端部定着 

 
参考：土木構造物設計マニュアル（案） 建設省（H11.11）P.35 

図５.２.５  ポストテンション方式Ｔ桁橋におけるＰＣ鋼材の定着 

 

（３） ＰＣ鋼材定着具付近のコンクリートは、ＰＣ鋼材と直角な方向に生じる引張応力に対し

てスターラップ、格子状の鉄筋、らせん鉄筋等で補強する。 

補強方法は、一般的に各ＰＣ工法ごとに、それぞれ定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

図５.２.６ 定着部の補強例 

 

（４） 定着具は、くさび式、ねじ式、ボタン式の３種類に分類できる。 

1) くさび式 

主方向のＰＣ鋼材定着具として最も多く使用されている形式で、定着具とＰＣ鋼材及び

くさびの摩擦力によりＰＣ鋼材を押さえる機構のものである。１個のくさびで全ての鋼材

を押さえるものと、鋼材１本１本独立した小型のくさびで押さえるものの２種類がある。  

2) ねじ式 

ＰＣ鋼棒そのものや、ＰＣ鋼より線の先端に取り付けた円筒金具にねじを加工し、ナッ

トで止める形式である。鋼材長さの製作を厳密に行う必要がある。 

3) ボタン式 

ＰＣ鋼線に用いられた定着方法で、素線をアンカーヘッド孔に通した後、鋼線が抜け出

ないように頭加工したもので、緊張後の定着はねじで行われることが多く、現場での加工

作業が必要になる。 
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参考：やさしいＰＣ橋の設計（社）プレストレスト・コンクリート建設業協会（H14.7）P.176 

図５.２.７ 定着具の概要 
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５.３ 設計に関する基本的事項 

５.３.１ 設計計算についての基本的な考え方 

 コンクリート橋の設計計算にあたっては、構造物の安全性等を確保するために、構造物にとっ

て最も不利となる荷重の組合せを用いて、設計荷重作用時と終局荷重作用時における、強度、変

形及び安定の照査をするものとする。 

荷
　
重

断
面
力

材
料
応
力
度

安
全
性
の
検
討

許
容
応
力
度

材
料
強
度

材料係数

  構造解析係数

荷
　
重

断
面
力

安
全
性
の
検
討

断
面
耐
力

材
料
強
度

荷重係数

 

      許容応力度法                  終局強度設計法 

  

図５．３．１ 設計法による検討方法 

 

設計条件  
 構造規格、立地条件、材料の品質等から定められる

基本的な設計条件の確認を行う。 

    

    

形状寸法の仮定と 

断面力の計算 
 

 計画段階で検討して定まった構造寸法に基づいて部

材断面形状及び断面寸法を仮定し､部材の設計に必要

な断面力の計算を行う。 

    

    

設計荷重作用時の照査 

【許容応力度設計法】 
 

 部材の設計は､許容応力度法による。 

 荷重の組合せによる曲げモーメント､せん断力等の部

材断面力のうち最も不利な影響を与える場合につい

て、鉄筋、ＰＣ鋼材及びコンクリートの応力度がそれ

ぞれ所定の許容応力度以下になるように計算する。 

    

    

終局荷重作用時の照査 

【終局強度設計法】 
 

 破壊に対する構造物の安全性を確保するために､設計

荷重よりも大きな終局荷重によって、橋の各部材に生

じる断面力よりも､部材の破壊に対する耐力の方が大

きいことを照査する。 

    

    

構造細目の決定  
 経済性、施工性、構造特性等を考慮し､部材断面形状、

鉄筋、ＰＣ鋼材の本数､配置を決定する。 

 

図５．３．２ コンクリート橋の設計手順 
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５.３.２ 部材の照査 

（１） 設計荷重作用時に部材に発生する応力度が許容応力度以下であることを照査しなければ

ならない。 

（２） 終局荷重作用時に部材に発生する断面力が耐力以下であることを照査しなければならな

い。 

参考：道示Ⅲ2.3（H24.3）P.122 

（１） 設計荷重作用時に部材断面に生じる応力度を許容応力度以下とすることにより、鉄筋コ

ンクリート構造においては過大なひび割れを防ぎ、プレストレストコンクリート構造におい

てはひび割れが発生しないように設計することができる。 

曲げモーメント、軸方向力、せん断力、ねじりモーメントといった断面力に対して、設計

荷重作用時には、規定する荷重組合せに部材断面に生じる鉄筋やコンクリートの応力度が許

容応力度以下であることを照査することとしている。 

なお、計算上のひび割れを許容する構造（ＰＲＣ構造等）を採用する場合には､環境条件を

十分照査するとともに､採用する部材及び設定する許容ひび割れ幅、導入するプレストレス

量等を十分検討した上で採用する必要がある。 

（２） 終局荷重作用時には、道示Ⅲ2.2に規定する荷重組合せにより部材断面に作用する設計

断面力が断面耐力以下であることを照査することにより、部材の曲げ破壊、せん断破壊、コ

ンクリートの圧壊を防ぎ、構造物の安全性を照査することができる。 

コンクリート橋においては、（１）に加えて終局荷重作用時の照査を行うこととしている。 

照査に関する概念図を図５.３.３に照査項目を表５.３.１に示す。 
 

設計荷重作用時の照査 

        （構造解析）   （弾性計算） 

   設計荷重       断面力        応力度 ≦ 許容応力度 
 

   終局荷重作用時の照査 

       （構造解析）           （終局強度計算） 

   終局荷重       断面力 ≦ 断面耐力       材料強度 

 

図５.３.３ コンクリート橋の部材の照査項目についての概念図 

 

表５.３.１ コンクリート上部構造の荷重に対する構造部材の主な照査項目 

荷重状態及び断面力の種類 鉄筋コンクリート構造 プレストレストコンクリート構造 

設計荷重

作用時 

曲げモーメント 

又は軸方向力 

コンクリート縁応力度 

≦許容圧縮応力度 

軸方向鉄筋応力度 

≦許容圧縮、引張応力度 

コンクリート縁応力度 

≦許容圧縮、引張応力度 

ＰＣ鋼材応力度≦許容引張応力度 

（軸方向鉄筋応力度≦許容引張応力度） 

せん断力又は 

ねじりモーメント 

斜引張鉄筋応力度 

≦許容引張応力度 

（コンクリートせん断応力度 

≦負担せん断応力度） 

コンクリート斜引張応力度 

≦許容斜引張応力度 

終局荷重

作用時 

曲げモーメント 

又は軸方向力 

設計断面力≦断面耐力（破壊抵抗曲げモーメント） 

せん断力又は 

ねじりモーメント 

設計断面力≦ウェブコンクリートの圧壊に対する断面耐力 

設計断面力≦斜引張破壊に対する断面耐力 

参考：道示Ⅲ4.1（H24.3）P.136 表-解4.1.1 
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５.３.３ 曲げモーメント及び軸方向力が作用する部材の照査 

（１） 曲げモーメント及び軸方向力が作用する部材の設計荷重作用時の照査は、設計荷重が作

用した時の曲げ応力度が、許容応力度以下であることを照査するものとする。 

（２） 曲げモーメント又は軸方向力が作用する部材の終局荷重作用時の照査は、終局荷重が作

用した時の曲げモーメントが、部材断面の保有している破壊抵抗曲げモーメント以下である

ことを照査するものとする。 

参考：道示Ⅲ4.2（H24.3）P.136 

設計荷重作用時の主な照査としては、鉄筋コンクリート構造では鉄筋の引張応力度がコンクリ

ートに有害なひび割れの生じる引張応力度に達しないことを，プレストレストコンクリート構造

では衝突荷重又は地震の影響を考慮しない荷重の組合せに対してコンクリートの引張応力度がひ

び割れの生じる応力度に達しないことを照査することとしている。 

終局荷重作用時の照査としては、部材に曲げ破壊が生じないことを照査する必要がある。 

START

部材断面寸法、鋼材量
ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ量などの仮定

設計荷重作用時の
応力度の算出

有効断面の断面係数
の算出

応力度が許容
応力度以下か

引張応力が
生じているか

引張鉄筋量の算出

終局荷重作用時の
断面力の算出

破壊抵抗曲げモーメント
の算出

最小鋼材量の配置

破壊抵抗曲げ
モーメントが終局荷重
荷重作用時の曲げモー

メント以上か

END

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

START

部材断面寸法、鋼材量
などの仮定

設計荷重作用時の
応力度の算出

有効断面の断面係数
の算出

応力度が許容
応力度以下か

終局荷重作用時の
断面力の算出

破壊抵抗曲げモーメント
の算出

最小鋼材量の配置

破壊抵抗曲げ
モーメントが終局荷重
荷重作用時の曲げモー

メント以上か

END

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

RC部材の場合 PC部材の場合

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.85 図-5.1.1 

図５.３.４ 曲げモーメント及び軸方向力が作用する部材の設計手順 
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５.３.４ せん断力が作用する部材の照査 

せん断力が作用する部材については、設計荷重作用時及び終局荷重作用時の照査を行わなけれ

ばならない。 

（１） せん断力が作用する部材の設計荷重作用時の照査は、道示Ⅲ4.3.1により算出した設計

せん断力を用いてコンクリートの斜引張応力度が許容応力度以下であることを照査しなけ

ればならない。   

（２） せん断力が作用する部材の終局荷重作用時の照査は、道示Ⅲ4.3.1により算出した設計

せん断力が１）及び２）により算出した耐力以下であることを照査しなければならない。 

1) 部材のウェブコンクリートの圧壊に対する耐力 

2) 部材の斜引張破壊に対する耐力 

参考：道示Ⅲ4.3.1（H24.3）P.147、道示Ⅲ4.3.3（H24.3）P.154、道示Ⅲ4.3.4（H24.3）P.158 

終局荷重作用時の照査としては、斜引張鉄筋が配置された部材では斜めひび割れ発生後にトラ

ス的な耐荷機構に移行することから、斜引張鉄筋の降伏による斜引張破壊及びウェブコンクリー

トの圧壊が生じないことを照査する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５.３.２ せん断力が作用する部材の照査 

 

鉄筋コンクリート構造 プレストレストコンクリート構造 

斜引張鉄筋の

配置が可能 

斜引張鉄筋の配置

ができない 

斜引張鉄筋の配

置が可能 

斜引張鉄筋の配

置ができない 

設計荷重作

用時 

τm≦τc 
最小斜引張鉄

筋量の配置 

軸方向引張主鉄筋

比1%以上の配置 コンクリートの

斜引張応力度の

照査 

コンクリートの

斜引張応力度の

照査 τm＞τc 
斜引張鉄筋応

力度の照査 

不可 

終局荷重作

用時 

（斜引張破

壊） 

τm≦τc 
最小斜引張鉄

筋量の配置 

照査不要 最小斜引張鉄筋

量の配置 
斜引張破壊に対

する耐力の照査 
τm＞τc 

斜引張破壊に

対する耐力の

照査 

不可 
斜引張破壊に対

する耐力の照査 

終局荷重作用時 

（ウェブ圧壊） 

ウェブ圧壊に対する耐力の照査 

τm：設計荷重作用時のコンクリートの平均せん断応力度 

τc：コンクリートが負担できる平均せん断応力度 

図５.３.５ ＰＣ部材のせん断ひびわれの種類 

図５.３.６ ＰＣ部材のせん断破壊の形式 
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START

圧縮縁から引張鋼材
図心までの距離をdとする

END

設計荷重作用時のせん断
力に対する斜引張鉄筋量

Aawを算出する

AawとAdwのうち
多い方をAwとする。

Awを配置する

 ・dを大きくする
 ・bwを大きくする

Awminを配置する

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

max
db

S

w

h

START

圧縮縁から引張鋼材
図心までの距離をdとする

σI≦σIa

END

終局荷重作用時のせん断
力に対する斜引張鉄筋量

Awを算出する
（Aw≧Awmin）

Awが配置可能

配置可能となるAwを設定し
直して配置する
（Aw≧Awmin）

せん断補強PC鋼材を
配置する

 ・dを大きくする
 ・bwを大きくする
 ・Spを大きくする

 ・dを大きくする
 ・bwを大きくする
 ・Spを大きくする
 ・プレストレスを
　 大きくする
 ・せん断補強PC鋼
　 材を配置する

Awを配置する Awminを配置する

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

c

w

pus

db

SS




max


db

SS

w

puc

c
db

S

w

h

終局荷重作用時のせん断
力に対する斜引張鉄筋量

Adwを算出する

wminA>wA

Ｙｅｓ

Ｎｏ

RC部材の場合 PC部材の場合

Ｙｅｓ

 

 

Suc:ウェブコンクリートの圧壊に対する耐力 

Sus:斜引張破壊に対する耐力 

Sp:ＰＣ鋼材引張力のせん断力作用方向の分力 

τmax:コンクリートの平均せん断応力度の最大値 

τc:コンクリートが負担できる平均せん断応力度 

bw:部材断面のウェブ厚 

d:部材断面の有効高

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.107、P.108 

図５.３.７ せん断力に対する設計手順 
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５.３.５ ねじりモーメントが作用する部材の照査 

ねじりモーメントが作用する部材については、設計荷重作用時及び終局荷重作用時の照査を行

わなければならない。 

（１） ねじりモーメントの影響が大きい部材についての設計荷重作用時の照査は、道示Ⅲ4.1

により算出した設計ねじりモーメントを用いてコンクリートの斜引張応力度が、許容応力度

以下であることを照査しなければならない。     

（２） ねじりモーメントの影響が大きい部材についての終局荷重作用時の照査は、道示Ⅲ4.1

により算出した設計ねじりモーメントが、１）及び２）により算出した耐力以下であること

を照査しなければならない。 

1) 部材のウェブ又はフランジコンクリートの圧壊に対する耐力 

2) 部材の斜引張破壊に対する耐力 

参考：道示Ⅲ4.4.1 （H24.3）P.162、道示Ⅲ4.4.3 P165、道示Ⅲ4.4.4 P.169 

設計荷重作用時の主な照査としては、鉄筋コンクリート構造では斜引張鉄筋の応力度がコンク

リートに有害なひび割れが生じる応力度に達しないことを，プレストレストコンクリート構造で

はコンクリートの斜引張応力度がひび割れの生じる応力度に達しないことを照査する。 

終局荷重作用時の照査としては、せん断力が作用する部材と同様に、斜引張鉄筋の降伏による

斜引張破壊及びウェブコンクリートの圧壊が生じないことを照査する必要がある。 

部材断面形状、寸法、配筋量
プレストレス力などの仮定

終局荷重作用時の
ねじりモーメントによる
せん断応力度≦最大値

設計荷重作用時の
ねじりモーメントによる斜張

応力度≦許容応力度

設計荷重作用時の
ねじりモーメントによるせん

断応力度≦コンクリートが負担で
きる平均せん断応力度

終局荷重作用時の
ねじりモーメントに対する

補強鉄筋量の算定、
配置可能

ＥＮＤ

構造細目

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

PC部材の場合RC部材の場合

設計荷重作用時の
ねじりモーメントによるせん

断応力度≦許容応力度
Ｙｅｓ

終局荷重および設計荷重作用時のね
じりモーメントに対する補強鉄筋量

の算定、多い方が配置可能

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｎｏ

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.122 図-7.1.1 
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図５.３.８ ねじりモーメントに対する設計手順 

 

 

 ｺｰﾋｰﾌﾞﾚｲｸ           「ねじりモーメント」 

 

ねじりモーメントは、一般につり合いねじりモーメントと変形適合ねじりモーメントに分類さ

れます。 

 つり合いねじりモーメントとは､構造系全体における力のつり合いを満足するために､部材が

抵抗しなければならないねじりモーメントのことです。このため、曲線桁橋の主桁や､ねじり

抵抗を考慮しないとその構造系が成立しない部材については､ねじりモーメントに対する照査

を行う必要があります。なお、直線の単一箱桁橋では､活荷重によるねじりモーメントの影響

が小さいので､ねじりモーメントに対する照査は一般的に省略しています。 

 変形適合ねじりモーメントとは､不静定構造を構成する部材の変形によって生じるねじりモ

ーメントのことです。一般に、コンクリート部材に斜めひび割れが生じるとねじり剛性が低下

するため､その部材に作用するねじりモーメントは非常に小さくなります。このため、終局荷

重作用時では、変形適合ねじりモーメントに対する照査は一般的に省略してても良いことにな

っています。 

 したがいまして、変形適合ねじりモーメントを受ける部材の設計に当っては､部材のねじり

抵抗を計算上期待しないことにより､ねじりモーメントに対する照査を省略しています。例え

ば､Ｔ桁橋等の格子桁構造において、桁のねじり抵抗を無視した解析を行って部材を設計して

います。 

 

 
 

 

５.３.６ その他の照査 

（１） 鉄筋とコンクリートとが一体として挙動することを前提としている部材については、

設計荷重作用時の軸方向主鉄筋とコンクリートの付着応力度が許容付着応力度以下である

ことを照査する必要がある。 

（２） 厚さの薄い部材に面外から集中荷重が作用する場合は、設計荷重作用時のコンクリー

トの押抜きせん断応力度が許容押抜きせん断応力度以下であることを照査する必要があ

る。 

参考： 道示Ⅲ4.5～6（H24.3） P.171、P.172 
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５.４ 設計一般 

本節は、主として JISR5210 に適合する普通ポルトランドセメント及び早強ポルトランドセメ

ントを使用したコンクリート橋への適用を目的とする。 

 

５.４.１ 終局荷重作用時の荷重組合せ 

原則として、道示Ⅲに示される組合せについて照査するが、経験上明らかに必要のない組合

せは省略してもよい。但し、以下の組合せは必ず照査する。 

 （１） 連続桁の鋼材及びコンクリート：1.0×（死荷重）＋ 2.5×（活荷重＋衝撃） 

 （２） ラーメン橋等地震時の影響を照査すべきものは第８章耐震設計によること。 

 

５.４.２ 使用材料 

（１） コンクリート 

コンクリートに関する品質、規格については道示Ⅰ3.2 によるものとする。 

ヤング係数、クリープ係数、乾燥収縮度については、道示Ⅰ3.3 及び 2.2.5 によるもの

とする。 

（２） 鉄筋 

鉄筋は SD345 を用いることを基本とする。 

鉄筋に関する規格については､道示Ⅰ3.1 によるものとする。 

（３） ＰＣ鋼材 

ＰＣ鋼材に関する品質及び規格については、道示Ⅰ3.1 によるものとする。 

ＰＣ鋼材のヤング係数及びリラクセーション率については道示Ⅰ3.3によるものとする。 

（４） グラウト 

部材コンクリートとＰＣ鋼材を一体化する性能を確保するとともに、ＰＣ鋼材を腐食か

ら保護する性能を保有するものとする。グラウト材はノンブリーディング型を標準とし、

圧縮強度は材齢 28 日で 30N/mm2以上とする。 

（１） コンクリートの設計基準強度は、以下を標準とする。 

・プレテンション方式ＰＣ桁 σck=50N/mm2 

・ポストテンション方式ＰＣ桁（現場製作） σck=40N/mm2 

・ポストテンション方式ＰＣ桁（工場製作のプレキャストセグメント） σck=50N/mm2 

・場所打ち桁（固定支保工架設） σck=36N/mm2 

・場所打ち桁（張出し架設、押出し架設） σck=40N/mm2 

・プレテン桁間詰め、中詰め、横桁 σck=30N/mm2 

・ＲＣ桁 σck=24N/mm2 

・地覆 σck=24N/mm2 

・壁高欄 σck=24N/mm2 

・橋面調整コンクリート σck=18N/mm2 

・厳密な品質管理のなされている工場（道示ⅢP.129 参照)で製作される 

プレキャストはり部材（高強度コンクリート） σck=70N/mm2、σck=80N/mm2 

※ただし、許容応力度はσck=60N/mm2で規定されている値を用いることとする。 

（４） 場所打ちＰＣ床版の横締めケーブルについては、施工の省力化、及びグラウト充填の確

実性を考慮し、プレグラウトタイプＰＣ鋼材の使用を標準とする。 
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５.４.３ 許容応力度 

 鉄筋コンクリート構造及びプレストレストコンクリート構造に対するコンクリートの許容応

力度は、道示Ⅲ3.2 によるものとする。 

（１） 鉄筋コンクリート及びプレストレストコンクリートの許容応力度 

 

表５.４.１ 鉄筋コンクリート構造に対する許容圧縮応力度（N/mm2） 

コンクリートの設計基準強度 

応力度の種類 
21 24 27 30 

曲げ圧縮応力度 7.0 8.0 9.0 10.0 

軸圧縮応力度 5.5 6.5 7.5 8.5 

 

表５.４.２ プレストレストコンクリート構造に対する許容圧縮応力度（N/mm2） 

コンクリートの設計基準強度 

応力度の種類 
30 40 50 60 

プレスト

レッシン

グ直後 

曲げ圧縮 

応力度 

1)長方形断面の場合 15.0 19.0 21.0 23.0 

2)Ｔ形及び箱形断面の場合 14.0 18.0 20.0 22.0 

3) 軸 圧 縮 応 力 度 11.0 14.5 16.0 17.0 

その他 

曲げ圧縮 

応力度 

4)長方形断面の場合 12.0 15.0 17.0 19.0 

5)Ｔ形及び箱形断面の場合 11.0 14.0 16.0 18.0 

6) 軸 圧 縮 応 力 度 8.5 11.0 13.5 15.0 

 

表５.４.３ プレストレストコンクリート構造に対する許容引張応力度（N/mm2） 

コンクリートの設計基準強度 

応力度の種類 
30 40 50 60 

曲
げ
引
張
応
力
度 

1)プレストレッシング直後 1.2 1.5 1.8 2.0 

2)活荷重及び衝撃以外の主荷重 0 0 0 0 

主荷重及び主荷

重に相当する特

殊荷重 

3)床 版 0 0 0 0 

4)プレキャストセグメント橋 

 におけるセグメント継目 
0 0 0 0 

5)その他の場合 1.2 1.5 1.8 2.0 

   6) 軸 引 張 応 力 度 0 0 0 0 

 

表５.４.４ プレストレストコンクリート構造に対する許容斜引張応力度（N/mm2） 

コンクリート設計基準強度 

応力度の種類 
30 40 50 60 

活荷重及び衝撃以外

の主荷重 

1)せん断力のみ又はねじりモーメ

ントのみを考慮する場合 
0.8 1.0 1.2 1.3 

2)せん断力とねじりモーメントを

ともに考慮する場合 
1.1 1.3 1.5 1.6 

衝突荷重又は地震の

影響を考慮しない荷

重の組合せ 

3)せん断力のみ又はねじりモーメ

ントのみを考慮する場合 
1.7 2.0 2.3 2.5 

4)せん断力とねじりモーメントを

ともに考慮する場合 
2.2 2.5 2.8 3.0 
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（２） コンクリートが負担できる平均せん断応力度 

表５.４.５ コンクリートが負担できる平均せん断応力度（N/mm2） 

設計基準強度 24 30 40 50 60 

コンクリートが負担できる平均せん断応力度 0.39 0.45 0.55 0.65 0.70 

 

表５.４.６ コンクリートの平均せん断応力度の最大値（N/mm2） 

設計基準強度 24 30 40 50 60 

コンクリートの平均せん断応力度の最大値 3.2 4.0 5.3 6.0 6.0 

 

（３） ＰＣ鋼材の許容引張応力度 

表５.４.７ ＰＣ鋼材の許容引張応力度（N/mm2） 

許容引張応力度 

ＰＣ鋼材の種類 

プレストレ

ッシング中 

プレストレッ

シング直後 

設計荷重 

作用時 

鋼 
 

 
 

 
 

線 

SWPR1AN 

SWPR1AL 

SWPD1N 

SWPD1L 

5 mm 1260 1120 960 

7 mm 1170 1050 900 

8 mm 1125 1015 870 

9 mm 1080 980 840 

SWPR1BN 

SWPR1BL 

5 mm 1350 1190 1020 

7 mm 1260 1120 960 

8 mm 1215 1085 930 

鋼 
 

 

よ 
 

 

り 
 

 

線 

SWPR2N 

SWPR2L 

2.9 mm 

（2 本より) 
1530 1365 1170 

SWPR7AN (7 本より) 

SWPR7AL (7 本より) 
1305 1190 1020 

SWPR7BN (7 本より) 

SWPR7BL (7 本より) 
1440 1295 1110 

SWPR19N 

SWPR19L 

(19 本より) 

17.8 mm 1440 1295 1110 

19.3 mm 1440 1295 1110 

20.3 mm 1440 1260 1080 

21.8 mm 1440 1260 1080 

28.6 mm 1350 1260 1080 

鋼 

棒 

丸棒Ａ種 ２号 SBPR785/1030 706 667 588 

丸棒Ｂ種 １号 

２号 

SBPR930/1080 

SBPR930/1180 

837 

837 

756 

790 

648 

697 
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５.４.４ ＰＣ橋の設計計算 

（１） プレストレストコンクリート橋の設計は、図５.４.１に示すフローチャートによる。 

（２） ＰＣ鋼材の見かけのリラクセーション率は、道示Ⅰ3.3 によるものとする。 

（３） プレストレスによるコンクリートの弾性変形量の算出とその弾性変形によるＰＣ鋼材

引張応力度の減少量の算出に用いるコンクリートの弾性係数は、プレストレス導入時のコ

ンクリート圧縮強度に対する弾性係数を用いなければならない。 

（４） コンクリートのクリープ及び乾燥収縮によるプレストレスの減少量を計算する場合の

クリープ係数及び乾燥収縮は、表５.４.８～５.４.９の値を標準とする。 

（５） ＰＣ鋼材定着時に、セットロスを生じる定着工法においては、これによるＰＣ鋼材引

張応力度の減少を考慮しなければならない。 

（６） ＰＣ鋼材の引張応力度は、設計荷重作用時における荷重組合せに対して、許容応力度

以内であることを確かめなければならない。 

 

 

（１） ＰＣ橋の設計手順フローチャート 

断面形状寸法の仮定

反力、断面力の算定

ａ　構造形式
ｂ　桁高、フランジ厚、ウェブ厚
ｃ　ＰＣ工法

ａ　曲げモーメント
ｂ　せん断力
ｃ　ねじりモーメント
ｄ　反力

ＰＣ鋼材本数および鉄筋量の仮定
ａ　ＰＣ鋼材の配置
ｂ　ＰＣ鋼材の引張応力度

プレストレスの算出
ａ　プレストレスによる曲げモーメント
ｂ　プレストレスによる軸力

部材断面の応力度の算出
ａ　コンクリートの圧縮応力度
ｂ　コンクリートの引張応力度
ｃ　ＰＣ鋼材の引張応力度

ａ　コンクリートの圧縮応力度
ｂ　コンクリートの引張応力度
ｃ　ＰＣ鋼材応力度
ｄ　引張鉄筋量の算出
ｅ　せん断応力度
ｆ　ねじりせん断応力度
ｇ　ねじり＋せん断
ｈ　斜引張応力度

設計荷重作用時の検討

ａ　せん断応力度
ｂ　ねじりせん断応力度
ｃ　ねじり＋せん断応力度
ｄ　設計断面力≦断面耐力（破壊抵抗曲げモーメント）
ｅ　設計断面力≦ウェブコンクリート圧壊に対する断面耐力
　　　　〃　　≦斜引張破壊に対する断面耐力
ｆ　斜引張鉄筋量

終局荷重作用時の検討

ＥＮＤ

ＳＴＡＲＴ

ＯＫ

ＮＧ

ＮＧ

ＯＫ

図５.４.１ ＰＣ橋の設計手順 
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（４） コンクリートのクリープ及び乾燥収縮 

表５.４.８ コンクリートのクリープ係数 

持続荷重を載荷するときの 

コンクリート材令 
4～7 日 14 日 28 日 90 日 365 日 

クリープ係数 

早強ポルトランド

セメント使用 
2.6 2.3 2.0 1.7 1.2 

普通ポルトランド

セメント使用 
2.8 2.5 2.2 1.9 1.4 

参考：道示Ⅰ2.2.5（H24.3）P.37 表-2.2.7 

 

表５.４.９ コンクリート乾燥収縮度（普通及び早強ポルトランドセメント使用） 

プレストレスを導入するとき

のコンクリートの材令 
4～7 日 28 日 90 日 365 日 

乾燥収縮度（×10-5） 20 18 16 12 

参考：道示Ⅰ2.2.5（H24.3）P.37 表-2.2.8 

 

５.４.５ 構造細目 

（１）最小鋼材量は、道示Ⅲ6.4 によるものとする。 

（２）鉄筋のかぶり、フック及び曲げ形状、定着、継手については道示Ⅲ6.6 によるものとす

る。 

（３）ＰＣ鋼材の配置は、道示Ⅲ6.6.6 によるものとする。 

（４）定着具の位置は、部材に所定のプレストレスを導入できるように、又部材に有害な ひ

び割れが生じないように選ぶものとする。 

（５）定着具付近は、定着具背面に生じる引張応力に対して十分抵抗できるよう、補強鉄筋等

で補強する。 

参考：道示Ⅲ（H24.3）P.183、道示Ⅲ（H24.3）P.186 

（１）ポストテンションＰＣ部材の鉄筋は、組立筋を除き D13ｍｍ以上の鉄筋を 300ｍｍ以下の

間隔で配置するものとする。 

 

（２）所要の耐久性が損なわれないようにするため、確実に規定された最小かぶりを確保する必

要がある。 

（４）定着具位置の決定には、以下の事項に留意する。 

・ 部材の中間部に定着する場合には、活荷重による応力変動の大きな点から十分離れた

断面の断面図心に近い位置か、圧縮部のコンクリートに定着するのがよい。 

・ 定着具は、桁のウェブに設けることを標準とする。 

・ 数多くの定着具を同一面内に配置する場合は、定着具の数、引張力の大きさ、各定着

具の必要最小間隔等を考慮して、定着部のコンクリートの断面形状及び寸法を定める。 

（５）定着具の配置間隔は、「プレストレストコンクリート工法設計施工指針」（平成 3 年 3 月,

土木学会）をはじめ、各工法のマニュアルを参考とすればよい。 
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５.４.６ 床版橋 

（１） 適用の範囲 

本項の規定は、床版の支間方向にＰＣ鋼材が配置され、相対する 2 辺が自由で他の 2 辺

が支持される床版橋の設計に適用する。 

（２） 構造解析 

床版橋の解析は、支承条件、斜角等を考慮して版理論により行う。ただし、連続床版橋、

ラーメン床版橋等の支持条件が複雑な場合、あるいは曲線橋及び斜橋等の場合には、格子

理論や有限要素法等により解析するのがよい。  

（３） ＰＣ鋼材の配置 

橋軸方向及び橋軸直角方向のＰＣ鋼材の配置は、道示Ⅲ8.4.（7）及び解説（7）による

ものとする。 

参考：道示Ⅲ8.1～道示Ⅲ8.4（H24.3）P.232～P.242 

（１） 中空床版橋の適用について 

重要路線における中空床版橋（ホロースラブ）において、床版の損傷事例が報告されてい

る。床版が損傷を受ける原因として、 

① 床版のコンクリート打設時にボイド管の浮上りを確認できなかったこと。 

② その結果、床版のかぶり厚が薄い部分が生じ、輪荷重による損傷を受け易くなった

こと。 

③ ボイド管内又は舗装下の損傷であるため、供用後も目視で点検できなかったこと等

である。 

しかし、中空床版橋は桁橋に比較して、①桁高が低い構造であること、②景観上優れた構

造であること、等の利点がある。 

よって、施工及び管理にあたっては下記の点に留意することを前提に、中空床版橋を採用

しても良いこととする。 

① 施工時のボイド管の浮き上がり防止の対策を十分行うとともに、所要の床版のかぶり   

 厚が確保されているかチェックできるよう工夫すること。 

② ボイド管からの水抜き孔を確実に確保するとともに、供用後もファイバースコープ等 

 によりボイド管内部の点検を適宜実施すること。 

 

図５.４.２ 中空床版橋ボイド管施工例 
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（２） 版理論の方法により支間方向の曲げモーメント求め、ＰＣ鋼材を配置する場合、版を一

つの桁と考えたときに必要なプレストレス量を、版各部の平均分配係数に応じて分配配置す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５.４.３ プレテンション方式床版橋 

 

 

 

 

 

 

       （a）充実床版橋             （ｂ）中空床版橋 

図５.４.４ ポストテンション方式床版橋 
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 ｺｰﾋｰﾌﾞﾚｲｸ          「ＰＣ橋の構造解析について」 

 

床版橋において構造解析は版あるいは格子理論が用いられるが、その他の形式においては以

下に示す方法が用いられます。 

  一般的に採用される構造形式と構造解析理論及び解析理論の特徴等を表５．４．１０に示す。 

 

表５.４.１０ 一般的に適用される橋梁構造形式と構造解析理論の関係 
構造モデル 該当する橋梁形式 設計で用いられる解析理論 解析理論の特徴、解析上の留意点 

版 

 

・床版橋 

・中空床版橋 

①版理論に基づく方法 

 ・等方性版‥‥‥Olsen の方法等 

 ・直行異方性版‥Guyon-Massonnet の方法等 

 ・斜版‥‥‥‥‥Olsen,Nielsen,H.Vogt の方法等 

 

②変位法による格子構造解析 

 ・平面格子解析 

③有限要素法 

 ・版要素による解析 

 

・支間/幅員、斜角に制限があり、適用は一般に対

称なものに限定される。 

 

・境界条件が比較的複雑な斜版や台形版に適用で

きる。床版橋の挙動を十分考慮してモデル化する

ことが大切である。 

・任意の支承条件や荷重状態について解析できる。 

 

平面格子 ・T 桁橋 

・多主桁箱桁橋 

①格子構造理論による解析：Homberg, Leonhardt, 

Guyon-Massonnet の方法等 

②〔道示Ⅲ〕による T 桁橋の簡易な荷重分配計算法 

③変位法による格子構造解析 

 

・ T 桁 の 荷 重 分 配 作 用 の 考 慮 は 、 一 般 に

Guyon-Massonnet の方法や〔道示Ⅲ〕の方法で

行われている。 

・活荷重に対する影響面載荷が容易にできる。 

平面骨組 ・連続桁橋 

・ラーメン橋 

・アーチ橋 

・斜張橋 

①はり理論 

②変位法による平面骨組構造解析（面内、面外） 

 

 

 

・変位法による骨組解析は、任意の骨組形状・断

面性能・荷重状態・支持条件について解析でき、

便利である。 

立体骨組 ・曲線桁橋 

・ラーメン橋 

・ビルツ橋 

①変位法による立体骨組構造解析 

②格子構造解析と平面骨組構造解析の組合わせ 

③曲げねじり理論 

 

 

・同上 

その他 ・局部応力の解析 有限要素法（FEM） 

 ・要素の種類：平面応力・平面ひずみ、版、薄板、 

  中実、梁、棒要素等 

 ・上記要素の組合せ 

・解析結果は選定した要素の種類（自由度・変位

関数）や要素分割等の影響を受ける。 

・FEM 解析は一般的に局所的な応力解析に向き、特

殊な場合を除き全体系の解析には用いられるこ

とは少ない。 
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５.４.７ Ｔ桁橋 

（１） 適用の範囲 

ここに示す規定は、複数のＰＣＴ桁を架設した後、桁間に現場コンクリートを打設し、

横締めケーブルにより一体化した形式に適用する。 

（２） 断面力の算出 

Ｔ桁橋の断面力は、格子理論により算出する。 

床版の曲げモーメントは、道示Ⅲ7.4.2 により算出する。 

（３） 横方向の設計 

横方向部材はすべてＰＣ構造とする。 

床版には主荷重作用時に引張応力度を生じさせてはならない。 

横桁の設計に用いる活荷重は、主桁と同一とする。 

（４） 主桁の構造細目 

ＰＣ鋼材は、桁端に定着することを原則とする。 

（５） 床版の構造細目 

床版の厚さは、160mm 以上としなければならない。  

（６） 横桁の構造細目 

主桁の支点上及び支間中間には、必ず横桁を設けなければならない。 

中間横桁は 1 径間に 1 箇所以上かつ 15ｍ以下の間隔で設ける。   

（７） たわみ 

設計荷重によるたわみにより、橋面に有害な勾配変化が生じないよう設計する。 

参考：道示Ⅲ9.3（H24.3）P.244 

（２） 格子理論では、斜角 70°以上の場合、部材のねじり剛性を無視してもよい。 

（５） 床版間詰めコンクリート部分には、床版の上下面に橋軸方向にD13mm以上の鉄筋を250mm

以下の間隔で配置する。 

床版横締めＰＣ鋼材及び床版支間方向鉄筋の配置は、道示Ⅲ7.6 及び 7.7 によるものとす

る。 

（６） 横桁のウェブ厚さｔは、以下を原則とする。 

t=250mm（横桁高：h<1500mm） 

t=300mm（横桁高：h≧1500mm） 

斜角θが、45°≦θ≦90°の場合、中間横桁は、支承線と平行に配置することを原則とす

る。 

 

図５.４.５ 横桁の配置例 
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図５.４.６ T 桁橋 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.238 図-13.1.1 

 

５.４.８ ＰＣコンポ橋（ＰＣ合成桁橋） 

（１） 適用の範囲 

本項に示す規定は、ＰＣ桁と場所打ち床版がずれ止め鉄筋によって結合され、桁と床版

が一体となった合成桁橋（ＰＣ合成床版タイプ）に適用する。以下、このＰＣ合成桁橋を

ＰＣコンポ橋と称す。 

（２） 設計一般 

ＰＣコンポ橋の設計では、施工段階ごとの構造系の変化を考慮した通常の合成桁として

の設計を行う他に、床版については、ＰＣ合成床版としての設計を行う。 

（３） 構造解析 

主桁及び横桁の断面力は、格子構造理論により算出することを原則とする。 

（４） 主桁の設計 

主桁と床版からなる合成断面は、合成後死荷重及び活荷重の組合せに対して安全となる

よう設計する。 

（５） 桁と床版の結合部の設計 

桁と床版の結合部の設計は、道示Ⅲ11.3 によるものとする。 

（６） ＰＣ合成床版の設計 

ＰＣ合成床版は、ＰＣ板と場所打ちコンクリートが一体となった合成断面で合成後荷重

に対して安全となるように設計するものとする。 

（７） ＰＣ板の設計 

ＰＣ板は、床版場所打ち部に対する型枠としての機能を満足するよう設計しなければな

らない。 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P399 

 

（３） 格子理論では、斜角 70°以上の場合、部材のねじり剛性を無視してもよい。 

（４） 合成桁として断面力に抵抗する床版の有効断面は、原則として場所打ちコンクリート部

分のみとする。 

（６） ＰＣ合成床版の厚さは、道示Ⅲ7.3.1 によるものとする。 

ＰＣ合成床版の厚さは、ＰＣ板と場所打ちコンクリートの合計厚さとする。ここで、場所

打ちコンクリート厚さはＰＣ床版の厚さの 1.5 倍以上とする。 

ＰＣ床版のかかり長さは、両端とも 9cm 以上を標準とする。 

（７） ＰＣ板はプレテンション方式による工場製品とし、厚さ 7cm 以上を標準とする。 
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図５.４.７ ＰＣコンポ橋 

 

５.４.９ 箱桁橋 

（１） 適用の範囲 

本項に示す規定は、断面が箱形をなす橋（以下箱桁という）に適用する。 

（２） 断面力の算出 

断面力の算出は、道示Ⅲ10.3 によるものとする。 

（３） 横方向の設計 

横方向の設計は、道示Ⅲ10.3（4）によるものとする。 

（４） 主桁の構造細目 

上フランジの厚さは５.４.７Ｔ桁橋（５）に準ずる。 

ウェブの厚さは構造上必要な断面耐力による他、部材間に配置される鉄筋とＰＣ鋼材の

配置、定着具の配置、コンクリート打設時のバイブレータの挿入スペース等を考慮して決

定する。 

参考：道示Ⅲ10 章（H24.3）P.248 

（４） フランジの橋軸方向には、少なくとも D13mm 以上の鉄筋を 250mm 以下の間隔でフランジ

の上下に配置しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５.４.８ 箱桁橋 
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５.４.１０ プレキャスト桁架設方式連続桁橋（連結桁橋） 

（１） 適用の範囲 

本項の規定は、予め製作した主桁を現地に架設し、中間橋脚上でこれらを連結して連続

桁橋とする場合に適用する。  

（２） 使用材料 

主桁の設計基準強度は、以下を標準とする。 

プレテンション桁   50N/mm2 

ポストテンション桁 40N/mm2（現場製作） 

50N/mm2（工場製作のプレキャストセグメント） 

連結部の場所打ちコンクリートの設計基準強度は、30N/mm2 とする。 

使用する鉄筋は、SD345 とする。 

使用するＰＣ鋼材は、道示Ⅰ3.1 に従う。 

（３） 許容応力度 

コンクリートの許容応力度は道示Ⅲ3.2 に従う。 

鉄筋の許容応力度は、道示Ⅲ3.3 に従う。ただし、連結鉄筋の許容応力度は、160N/mm2

とする。 

ＰＣ鋼材の許容応力度は、道示Ⅲ3.4 に従う。 

（４） 設計一般 

断面力は、主桁、横桁及び床版の死荷重については単純桁として、橋面荷重、活荷重に

ついては連続桁として、格子理論により算出することを原則とする。 

（５） 連結部の設計 

連結部の設計断面は、図５.４.９に示す横桁中心位置の断面（Ｂ－Ｂ）、横桁前面（Ａ

－Ａ、Ｃ－Ｃ）の断面とする。 

 

 

図５.４.９ 連結部の設計断面 

 

（６） 連結部の構造細目 

連続桁橋の中間支点は、支点部を鉄筋コンクリート構造で連結する場合は 2 支点形式と

する。 

連結部の桁端の間隔は 200mm を標準とする。 

横桁の幅は、プレテンション桁の場合、床版切欠き長＋100mm、ポストテンション桁の場

合は、桁高程度以上とする。 

横桁にはＰＣ鋼材を配置しなければならない。 

参考：道示Ⅲ14 章（H24.3）P.278、P.299 
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（１） 連結桁橋はプレキャスト桁を単純桁として架設し、中間支点上で場所打ちコンクリート

を用いて橋軸方向にＲＣあるいはＰＣ構造で連結し、連続桁とする構造形式である。 

連結桁橋は、一般的な連続桁橋に比べ適用支間が制限される反面、施工が比較的簡単で工

期も短く、施工時に桁下の地形や交差物件等の制約を受けにくいという特徴がある。 

主桁の断面力は、連結前に作用する荷重（主桁自重、横桁、床版、間詰めコンクリート、

連結部の自重）は単純桁として、連結後に作用する荷重（地覆、高欄、舗装、活荷重、構造

系変化に伴うコンクリートのクリープ・乾燥収縮による不静定力、温度変化の影響）は連続

桁として算出する。 

（５） 中間支点上の設計曲げモーメントは、道示Ⅲ14.3.2 による低減を行わないものとする。 

          中間支点構造 連結方式 桁形式 

プレキャスト桁 

架設方式連続桁 

  
２点支承 

  
ＲＣ構造 

   
Ｔ桁 

       

        
床版 

        

        
Ｉ桁 

        

     
ＰＣ構造 

   
Ｔ桁 

        

     
（ＲＣ床版のみ） 

※構造上は単純桁 

  
Ｔ桁 

       

        

         

  
１点支承 

  
ＰＣ構造 

   
Ｉ桁 

       

図５.４.１０ プレキャスト桁架設方式連続桁の連結方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.304 図-15.3.2 

図５.４.１１ ＲＣ連結方式のＴ桁橋の施工手順例 

 

中間横桁及び間詰めコンクリートの打設 

場所打ち部の鉄筋等の配置 

プレキャスト桁の運搬・架設 

プレキャスト桁の製作 

連結部（床版、横桁）のコンクリート打設 

横桁、床版のＰＣ鋼材の緊張 
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参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.312 

図５.４.１２ ＰＣ連結方式の合成桁の施工手順例 

 

 

５.４.１１ 外ケーブル構造 

（１） 適用の範囲 

本項は、主桁コンクリートの外部にＰＣ鋼材を配置して主桁にプレストレスを与えた外

ケーブル構造の設計に適用する。 

（２） 設計一般 

外ケーブル構造は、外ケーブルとコンクリートとの平面保持の仮定が成立しないこと及

び部材の変形に伴い外ケーブルの偏心が変化すること等、外ケーブル構造の特性を考慮し

て設計しなければならない。 

（３） 構造細目 

外ケーブルの定着部及び偏向部は、ケーブルの張力及びケーブルが偏向することにより

生じる局部応力に対して、鉄筋又はＰＣ鋼材によって補強するものとする。 

参考：道示Ⅲ18 章（H24.3）P.312 

（１） 外ケーブルを用いたＰＣ橋の特徴は以下のようなものが考えられる。 

1) ＰＣ鋼材をコンクリート部材の外側に配置するため、コンクリートの部材厚を小さくで

き、自重の低減が可能である。 

2) コンクリート打設が容易となり、施工性の向上及び工期の短縮が可能となる。 

3) 大容量の緊張材の使用が可能である。 

4) 維持管理及び補修が容易である。 

中間横桁コンクリートの打設 

場所打ち部の鉄筋等の配置 

プレキャスト桁の運搬・架設（仮支承） 

プレキャスト桁の製作 

中間支点横桁と１次床版のコンクリート打設 

横桁横締めと主桁連結用ＰＣ鋼材の緊張 

反力の本支承への移行と床版連結ＰＣ鋼材の緊張 

２次床版コンクリートの打設 

④横桁横締と主桁連結ケーブルの緊張 
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図５.４.１３ 内・外ケーブル方式の概念図 

 

（３） 偏向部の構造としては、隔壁形式、リブ形式及び突起形式があり、適切な構造を選定す

る必要がある。なお、突起形式は偏向力を主桁に円滑に伝達するという観点からあまり好ま

しくない形式であるため、偏向力が小さい場合以外には原則として用いない方がよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５.４.１４ 偏向部の構造形式 

 

 

T1 

偏向具外側に発生す

る局部引張力 

T2 

偏向具内側に発生す

る割裂力 

T3 
（隔壁形式のみ） 

偏向具隔壁に発生す

る水平方向の引張力 

T4 
床版に発生する引張

力 

T5 
偏向具隔壁に発生す

るせん断応力（斜引張

応力） 

 

図５.４.１５ 偏向部に発生する断面力 
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５.４.１２ ＲＣ橋 

（１） 設計一般 

ＲＣ橋においては、鉄筋の引張応力度がコンクリートに有害なひび割れを生じさせる引

張応力度に達しないことを照査するものとする。 

部材は、設計荷重作用時及び終局荷重作用時のそれぞれの荷重組合せに対して、安全で

あることを確かめなければならない。 

（２） 使用材料 

コンクリートの品質、規格等は道示Ⅰ3.2 によるものとする。 

鉄筋の品質、規格等は道示Ⅰ3.1 によるものとする。 

（３） 設計計算 

ＲＣ橋の設計は、図５.４.１６に示す手順によることを標準とする。 

（４） 曲げモーメント及び軸方向力が作用する部材の設計 

曲げモーメント及び軸方向力を受ける部材の設計では、道示Ⅲ4.2 の規定に従って、設

計荷重作用時の照査及び終局作用時の照査を行うものとする。 

（５） せん断力が作用する部材の設計 

せん断力に対する部材の照査は道示Ⅲ4.3 に従って設計荷重作用時の照査及び終局荷重

作用時の照査を行うものとする。  

（６） ねじりモーメントが作用する部材の設計 

ねじりモーメントの影響が大きい部材については、道示Ⅲ4.4 の規定に従って設計荷重

作用時の照査及び終局荷重作用時の照査を行うものとする。 

参考：道示Ⅰ3.1（H24.3）P.73、道示Ⅰ3.2（H24.3）P.82、道示Ⅲ4.2（H24.3）P.136、

道示Ⅲ4.3（H24.3）P.147、道示Ⅲ4.4（H24.3）P.162 

（１） 設計荷重作用時及び終局荷重作用時における荷重の組合せは、道示Ⅲ2.2 によるものと

する。 

（４） 曲げモーメント又は軸方向力に対する部材の有効断面は道示Ⅲ4.2.2 によるものとする。 

（５） せん断力に対する有効断面は、道示Ⅲ4.3.2 により計算する。 

（６） ねじりモーメントに対する有効断面は、道示Ⅲ4.4.2 により計算する。 

断面形状寸法の仮定

反力、断面力の算定

ａ　構造形式
ｂ　桁高、フランジ厚、ウェブ厚
ｃ　施工方法

ａ　曲げモーメント
ｂ　せん断力
ｃ　ねじりモーメント
ｄ　反力

鉄筋量の仮定

部材断面の応力度の算出 ａ　コンクリートの圧縮応力度
ｂ　鉄筋の引張応力度

ａ　コンクリートの圧縮応力度
ｂ　鉄筋の引張応力度
ｃ　せん断応力度
ｄ　ねじりせん断応力度
ｅ　ねじり＋せん断
ｆ　斜引張応力度

設計荷重作用時の検討

ａ　せん断応力度
ｂ　ねじりせん断応力度
ｃ　ねじり＋せん断応力度
ｄ　設計断面力≦断面耐力（破壊抵抗曲げモーメント）
ｅ　設計断面力≦ウェブコンクリート圧壊に対する断面耐力
　　　　〃　　≦斜引張破壊に対する断面耐力
ｆ　斜引張鉄筋量

終局荷重作用時の検討

ＥＮＤ

ＳＴＡＲＴ

ＯＫ

ＮＧ

ＮＧ

ＯＫ

 
図５.４.１６ ＲＣ橋の設計手順 
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５.５ コンクリート橋の道路線形への対応 

５.５.１ 平面線形への対応 

（１） プレキャスト桁の平面曲線部での対応は、外桁の場所打ち張り出し床版の長さを変化

させることにより曲線形状を処理する。張り出し長が短い場合はＲＣ構造とし、張り出し

床版長が長い場合や輪荷重が作用する場合は、横締めＰＣ鋼材を張り出し床版端部まで延

長したＰＣ構造とする。 

（２） 場所打ち桁（曲線桁）は、支保工上で施工できるため、平面線形に合わせた形状とす

る事が容易であるが、ねじり剛度が大きい断面形状とする必要がある。 

（１） プレキャスト桁は、製作上の問題や架設上の安全性より、曲線桁の製作が困難であり直

線桁で製作されるため、場所打ち張り出し床版部による平面線形への対応が必要となる。 

 

図５.５.１ プレテンション床版橋の対処例 

 

 

平面シフトが小さい場合（50cm程度以下）の対応例      平面シフトが大きい場合（50cm程度以上）の対応例 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.241 図-13.1.3、図-13.1.4 

図５.５.２ Ｔ桁橋の対処例 

 

（２） 場所打ち桁としては、横方向剛性の大きい中空床版橋やねじり剛性の大きい箱桁橋が採

用される。 

曲率の大きい橋の場合には、支承を用いる構造よりも構造剛性の高いラーメン構造の方が

好ましい。又、連続桁構造とする場合には、変形方向の自由度の大きい支承を使用するのが

よい。 
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５.５.２ 縦断線形への対応 

プレテンション桁橋やポストテンション桁橋には、一般にゴム支承が採用されるので、縦断

勾配への対処方法としては、ゴム支承を水平に据え付け、主桁の支承接触面が水平になるよう

にレアーを付けて据え付けることを原則とする。 

橋が傾斜している場合には、支承が水平に据え付けられ、反力が垂直に伝わるよう調節するの

が原則であることから、主桁に縦断勾配がある場合は、主桁の支承接触面にレアーを付けて水平

に据え付けることとした。 

なお、レアーの材質は主桁のコンクリート強度と同じ材質を用いる。 

 

 

 

 

 

 

図５.５.３ 縦断勾配へのゴム支承の据え付け方法 

 

 

図５.５.４ レアーの補強例 

 

 

 

 

５.５.３ 横断勾配への対応 

横断勾配への対処方法としては、それぞれの主桁形状と横断勾配により対処方法が異なるの

で、適切な方法を選択する必要がある。 

（１） プレテンション床版橋 

1) 橋面調整コンクリートで処理する方法 

横断勾配が小さい場合や規模が小さい橋梁の場合、主桁を傾けると下部工形状が煩雑と

なるため、主桁を水平に据え付け、橋面調整コンクリートあるいは舗装厚で処理する。 

 

 

 

 

 

 

参考：PC 道路橋計画マニュアル（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会（H19.10）P.222 図-7.1.3 

 

図５.５.５ 橋面調整コンクリートによる処理 

 橋面調整 
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２）主桁を傾斜させ処理する方法 

 橋面調整コンクリート等による調整量が大きく、死荷重増加による影響が比較的大きい

場合は、主桁を傾けて据え付け、調整量を低減する方法がとられている。 

 しかし、横断勾配が４％を上回る場合には４％まで主桁を傾け、残りの勾配分は、橋面

調整コンクリートあるいは舗装厚で調整する。なお、橋面調整コンクリートの最小厚さは

30mmとする。 

 

図５.５.６ 主桁を傾けた処理方法例 

 

（２） プレテンションＴ桁橋、ポストテンションＴ桁橋 

架設時の安全性を考慮し、主桁を鉛直に据え付けるため、勾配の程度によって下記のよう

な処理を行う必要がある。 

１）プレテンションＴ桁橋（片勾配） 

 下部工を４％まで傾斜させるものとし、沓座モルタルをレベルに施工する。 

横断勾配が４％までの場合は、主桁の上フランジを横断方向に4％まで余盛りし、横断勾

配が４％を超える場合は、橋面調整コンクリート及び舗装で調整する。 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.242図-13.1.5 

図５.５.７ プレテンションＴ桁橋（片勾配）の対処方法例 

 

 

橋面調整コンクリート 

橋面調整コンクリート 

橋面調整コンクリート 

参考：PC 道路橋計画マニュアル（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会（H19.10）P.222 図-7.1.4 
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２）ポストテンションＴ桁橋（片勾配） 

 下部工を４％まで傾斜させるものとし、沓座モルタルをレベルに施工する。 

横断勾配が２％までの場合は、橋面調整コンクリートにて対処し、２％を超える場合は、

２％までを桁の余盛りにて対処し、残りを橋面調整コンクリートにて調整する。 

ただし、死荷重増加による影響が比較的大きい場合には、フランジを傾ける方法に置き

換えることができる。 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.242 図-13.1.5 

図５.５.８ ポストテンションＴ桁橋（片勾配）の対処方法例 

 

 

３）プレテンションＴ桁橋、ポストテンションＴ桁橋（両勾配） 

プレテンションＴ桁、ポストテンションＴ桁とも、ウェブは鉛直に据付け、横断勾配は

橋面調整コンクリートにより対処するものとし、橋面調整コンクリートの最小厚は原則と

して30mmとする。 

 

図５.５.９ 両勾配の対処方法例 

 

 

勾配コンクリート 

 3
0
m
m
以

上
 

橋面調整コンクリート 

橋面調整コンクリート or 舗装による調整 

橋面調整コンクリート舗装による調整 
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５.５.４ 斜角への対応 

（１） 橋梁における斜角は９０°を基本とする。経済性等、優位な場合においても６０°以上

とするのが望ましい。 

（２） やむを得ず斜角を６０°以下とする場合は、特別な処理とする。 

（１） 橋梁における斜角は９０°を基本とする。これは、上部構造における桁端部の構造や耐

震性に対して斜橋よりも優れていることや、伸縮装置等の二次製品の品質向上を考慮して定

めた。そのため、計画段階から工夫して９０°の斜角となるようにすることが望ましい。 

横桁は、主桁の直角方向の剛性を高めるために用いるものであることから、基本的には、

主桁に直角に配置することが望ましいが、斜角が45°以上の場合には、支承線に平行に配置

してよい。 

なお、斜角が45°未満の場合は、主桁方向に直角に配置する。 

ただし、横桁を主桁方向と直角に設置した場合、主桁のたわみが異なる点を連結するため、

中間横桁には大きな断面力が作用することに留意する必要がある。 

 

参考：コンクリート道路橋設計便覧（社）日本道路協会（H6.2）P.250 図-13.3.3、図-13.3.4 

図５.５.１０ 横桁の配置 

 

参考：PC 道路橋計画マニュアル（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会（H19.10）P.228 図-7.1.13 

図５.５.１１ 主桁と横桁の打継目（斜角θ＜55°） 

 

又、床版の横締めの配置は斜角により図５.５.１２のよう計画する。 

 

a) 斜角θ≧60°の場合          b) 斜角θ＜60°の場合 

参考：PC 道路橋計画マニュアル（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会（H19.10）P.228 図-7.1.14 

図５.５.１２ 床版横締鋼材の配置 
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図５.５.１３ 斜橋に対する横締めＰＣ鋼材の端部処理 

 

（２） 橋梁における斜角は４５°以上が原則とされているが、諸条件の結果としてさらに斜角

が小さくなる場合には、斜角を緩和する方法として図５.５.１４～図５.５.１５に示す対処

も考えられる。 

 

参考：PC 道路橋計画マニュアル（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会（H19.10）P.227 図-7.1.10 

図５.５.１４ デッドスペースを設けた例 

 

 

参考：PC 道路橋計画マニュアル（社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会（H19.10）P.227 図-7.1.12 

図５.５.１５ 斜角を大きくした例 
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５.６ プレストレストコンクリート橋の架設工法 

５.６.１ 架設の概要 

プレストレストコンクリート橋は、プレストレストコンクリート桁の製作、架設方法により

プレキャスト工法と場所打ち工法とに大別できる。  

（１） プレキャスト工法 

プレキャスト工法は、架設地点以外の工場、又は架設地点付近の製作ヤードでＰＣ桁を製

作し、運搬設備を使用して、架設地点まで搬入し、架設機械設備により架設する工法である。 

プレキャスト桁は、一般にＴ桁、Ｉ桁、中空桁のことであり（箱桁でも小型のものはプレ

キャスト桁として扱う）、桁を並列に架設し、横組み又は床版を施工して橋体とするもので

ある。 

プレキャスト桁は、製作方法からプレテンション方式とポストテンション方式に区分され

る。  

桁の運搬は、トラック及びトレーラーによることが多い。運搬に用いる機械を選定するに

あたっては、桁重量、大きさ、運搬経路、運搬路の状況及び道路法に定める車両制限令等を

考慮して決定する必要がある。なお、車両制限令の規制を受ける場合は、道路管理者、所轄

の警察署の許可を得なければならない。表５.６.１に各法令における制限値を示す。 

 

表５.６.１ 各法令における制限値 

 車両制限令の一般的基準 
道路運送車両の 

保 安 基 準 

道 路 交 通 法 

に よ る 基 準  
高速自動車道 

以外の道路 

高速自動車道 

及び指定道路 

根拠法 道 路 法 道路運送車両法 道路交通法 

所管官庁 国土交通省 国土交通省 警 察 庁 

幅 

 

 

 

高 さ 

 

 

 

長 さ 

車両の幅（積載物

を含む）2.5m以下 

 

 

車両の高さ（積載

物を含む）3.8m以

下 

 

車両の長さ（積載

物を含む）は12m

以下 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

連結車について、車

種積載条件に応じ

て、特例あり 

セミトレーラー 

   16.5m以下 

フルトレーラー 

   18 m以下 

自動車の幅（積載物は含

まず）2.5m以下 

 

 

自動車の高さ（積載物を

含まず）3.8m以下 

 

 

自動車の長さ（積載物を

含まず）12m以下 

積載物は自動車の左右に

はみ出してはならない 

 

 

積載物の高さ＋荷台の高

さ3.8m以下 

 

 

積載物のはみ出しは自動

車の前後に自動車の長さ

×0.1以下。又牽引する

自動車＋被牽引車両は

25m以下 

 

重 量 総重量 20t以下 

連結車は車種を限

定し最遠軸距離に

応じ特例あり、最

大27t 

総重量 軸距及び長

さに応じて最大25t 

 

連結車は車種を限

定し最遠軸距離に

応じ特例あり、最大

36t 

総重量 

自重＋最大定員の体重（1

人当たり55kg）＋貨物の

最大積載量が軸距、車長

に応じて 

20～25t 

貨物の最大積載量は保安

基準に準拠（車検証の記

載値） 
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（２） 場所打ち工法 

場所打ち工法には、架設地点に直接支保工（固定式支保工）を組み立てる工法と、移動式

の支保工設備を用いる工法があり、いずれの場合においても、支保工設備を介して型枠を組

み立て、鉄筋、ＰＣ鋼材を配置後、コンクリートを打設するものであり、コンクリート打設

後にプレストレスを導入して橋体とする工法である。 

場所打ち桁には、一般に箱桁、中空床版、多主版桁等がある。 

場所打ち工法に用いる架設工法は、橋体を一括で施工する固定式支保工架設工法、橋脚柱

頭部から張り出し施工する片持架設工法、連続する高架橋等を一径間毎に分割施工する移動

支保工架設工法、これらの架設工法を併用して橋体を取付け道路上もしくは固定支保工で分

割して製作し、順次前方に押し出す押し出し架設工法等がある。 

支保工設備の設計及び組み立てに際しては、施工中に発生する変位を予測し、これに対し

て上げ越し等の処置をしなければならない。 

 

（３） 架設時検討における注意点 

架設時と設計荷重時とでは考慮する荷重や構造系が異なり、例えば、連結桁橋では、架設

時は単純桁、設計荷重時は連続桁となり、それぞれの状態において適切に設計を行う必要が

ある。又、片持架設工法では、桁張出し時や桁閉合時等、各施工ステップ毎で桁に生じる断

面力は異なる。 

よって、設計の際は、各架設状態において安全性の確認を行い、想定した架設状態を明確

にする必要がある。又、施工時には設計で想定された架設状態を確認し、設計で想定してい

る条件を変更する場合は、検討を行う必要がある。 
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５.６.２ 架設工法の種類 

桁の設計、施工においては、原則的に架設工法を考慮して設計するため、多種多様の架設工

法と各々の工法の適用範囲を十分に理解しおく必要がある。 

  図５.６.１、図５.６.２にプレキャスト工法及び場所打ち工法の分類を示す。 

 

プ
レ
キ
ャ
ス
ト
工
法

プ
レ
キ
ャ
ス
ト
桁
架
設
工
法

プ
レ
キ
ャ
ス
ト
セ
グ
メ
ン
ト
架
設
工
法

架設桁架設工法

クレーン架設工法

併用架設工法

一組桁架設工法

二組桁架設工法

自走クレーン車工法

門型クレーン工法

フローティングクレーン工法

トラッククレーン工法

クローラークレーン工法

定置式門型クレーン工法

自走式門型クレーン工法

架設桁架設工法＋トラッククレーン工法

門型クレーン工法＋架設桁架設工法

スパンバイスパン工法 エレクションガーダー（トラス）架設工法

片持架設工法

エレクションガーダー（トラス）架設工法

エレクションノーズ架設工法

クレーン架設工法

自走クレーン車工法

門型クレーン工法

トラッククレーン工法

自走式門型クレーン工法

クローラークレーン工法

 

 

参考：橋梁架設工事の積算（一社）日本建設機械施工協会（H26.5）P.541 表 3-1-1 

図５.６.１ 架設工法の分類（プレキャスト工法） 
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場
所
打
ち
工
法

固定式支保工
　　　架設工法

押出し架設工法

大型移動支保工
　　　架設工法

片持架設工法

特殊架設工法

枠組式支保工架設

支柱式支保工架
設

集中方式架設

分散方式架設

片持架設用移動作業車架設

片持架設用移動作業車＋補助架設桁架設

移動架設桁架設

合成アーチ工法

ピロン式工法

アーチセントル工法

メラン式工法

併用工法

くさび結合支保工

単管支保工

建枠支保工

形鋼梁＋支柱（ブラケット）

トラス＋支柱（ブラケット）

架設梁＋支柱（ブラケット）

SSY工法

TL工法

RS工法

 

 

参考：橋梁架設工事の積算（一社）日本建設機械施工協会（H26.5）P.542 表 3-1-2 

図５.６.２ 架設工法の分類（場所打ち工法） 
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（１） 架設桁架設工法 

架設径間に予め架設桁を据付けておき、引出し軌道でＰＣ桁製作ヤードからＰＣ桁を引出

し、架設桁を支持桁として架設する工法である。 

架設桁設備としては、一組桁設備及び二組桁設備があり、ＰＣ桁の質量により使い分ける

が、現場条件が鉄道線路上あるいは交通量の多い道路上等、特殊条件のある場所では、ＰＣ

桁の質量に関係なく、二組桁設備を使用することが多い。 

 

 

参考：橋梁架設工事の積算（一社）日本建設機械施工協会（H26.5）P.557 図 3-4-2 

図５.６.３ 架設工法概念図（架設桁架設工法：二組桁設備） 

 

（２） クレーン架設工法 

クレーン架設工法には、橋梁架設工法における代表的な架設工法として、トラッククレー

ン工法がある。この工法は、橋台背面又は架設地点の桁下へトラッククレーン車を据付け、

運搬されたＰＣ桁を吊上げ、据付ける工法である。又、架設される橋梁を跨いで門型クレー

ンを据付け架設する門型クレーン工法や、河口等水深の深い架設地点の架設に用いられるフ

ローティングクレーン工法がある。 

 

 

図５.６.４ 架設工法概念図（クレーン架設工法：トラッククレーン工法） 
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（３） 併用架設工法 

併用架設工法は、現場条件が特殊な場合に採用される架設工法で、主として、架設桁設備

とクレーン設備を組合せた工法で、架設桁架設工法＋トラッククレーン車工法、門型クレー

ン工法＋架設桁架設工法のような工法がある。 

 

 

（４） スパンバイスパン工法 

架設桁を用いて１径間分のプレキャストセグメントを支持し、一括架設・一括緊張を行い、

次の径間の架設に移る工法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５.６.５ 架設工法概念図（スパンバイスパン工法） 

 

（５） 片持ち架設工法（プレキャストセグメント） 

プレキャストセグメントをエレクションガーダー、エレクションノーズもしくはクレーン

を用いて順次張出し、架設する工法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５.６.６ 架設工法概念図（プレキャストセグメント架設工法） 
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（６） 固定式支保工架設工法 

架設地点に支保工を組み立て、ＰＣ桁を場所打ちする架設工法であり、枠組式支保工架設

と支柱式支保工架設がある。 

1) 枠組式支保工架設 

枠組支保工は、ＰＣ桁を場所打ち施工する場合の標準的な支保工設備であり、架橋地点

の桁下空間に障害物がなく、支保工を支持する基礎地盤が平坦、かつ良好である場合に有

利である。 

 

参考：橋梁架設工事の積算（一社）日本建設機械施工協会（H26.5）P.605 図 3-4-29 

図５.６.７ 架設工法概念図（固定支保工架設工法：枠組支保工） 

 

2) 支柱式支保工架設工法 

支柱式支保工は、橋梁下を河川や道路が横断している等、架橋地点の桁下空間を一部あ

るいは全部を確保する必要がある場合、又は支保工高が高かったり、地盤が軟弱で集中的

な基礎を設けた方が有利な場合等に採用される支保工である。 

 

参考：橋梁架設工事の積算（一社）日本建設機械施工協会（H26.5）P.606 図 3-4-30 

図５.６.８ 架設工法概念図（固定支保工架設工法：支柱式支保工） 
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（７） 押出し架設工法 

押出し架設工法は、橋体の先端に鋼製手延べ桁を取り付けて、押出し装置を用いて橋体を

順次架設、径間前方に押出し架設する工法である。 

 

参考：橋梁架設工事の積算（一社）日本建設機械施工協会（H26.5）P.631 図 3-4-41 

図５.６.９ 架設工法概念図（押出し架設工法） 

 

（８） 大型移動支保工架設工法 

大型移動支保工架設工法は、支保工、型枠設備、荷役設備等が一体となった大型移動支保

工設備により、一径間毎に移動しながら橋体を製作、架設していくもので、一定規模以上の

多径間橋梁に有利な架設工法である。 

 

 

 

 

参考：橋梁架設工事の積算（一社）日本建設機械施工協会（H26.5）P.640 図 3-4-51 

図５.６.１０ 架設工法概念図（大型移動支保工架設工法） 

手延桁 
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（９） 片持架設工法（場所打ち桁） 

片持架設工法は、長大支間橋梁で桁下空間に左右されることなく架設する場合に有利な架

設工法である。 

支保工による場所打ち施工で製作された橋脚柱頭部上に、片持架設用移動作業車を据付け、

柱頭部より両側に向かって１ブロックずつ順次張出し架設していくものである。各橋脚から

の張出し架設が終了したら、側径間場所打ち部の施工、中央径間閉合部の施工と順次橋体を

接合して完成するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：橋梁架設工事の積算（一社）日本建設機械施工協会（H26.5）P.620 図 3-4-34 

図５.６.１１ 架設工法概念図（片持架設工法） 
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５.６.３ 架設工法の選定 

径間数、構造形式及び桁の製作方法等の条件から適用可能な工法を選定する手順を図５.６.１

２に示すが、これ以外の適した工法の選定についても考慮するものとする。 

 架設計画を立案する際は、協会から出版されているマニュアル等を参考にするとよい。 
START

構造形式

径間数

桁製作
方法

桁製作
場所

型枠支
持方法

型枠支
持方法

桁製作
場所

桁製作
場所

桁製作
方法

型枠支保工
組立解除

セグメント
接合地点

桁製作
場所

ｺﾝｸﾘｰﾄ打設
方法

主桁製
作場所

全径間桁
下利用

桁下空間
の利用

桁運搬
方法

セグメント桁

セグメント接合 プレテン桁

プレキャスト桁
プレキャスト
セグメント工法

併用架設
トラックク
レーン架設

門型クレー
ン架設

架設桁
架設

固定式
支保工架設

接地式移動
支保工工法

大型移動
支保工工法

片持架設
工法

張出し架
設工法

固定式
支保工工法

押出し架設
工法

トラック
　クレーン
トラベラー
　クレーン

上路式
抱込式
吊り下げ式

支柱式
　　支保工
枠組み
　　支保工
梁式
　　支保工
併用工法

吊桁式移動
支保工工法
受桁式
移動支保工
工法

サポート
　　タイプ
ハンガー
　　タイプ

架設作業車
架設作業車
と補助桁
P&Z式移動
支保工工法

架設桁架設
移動式作業
車ｸﾚｰﾝ
架設ﾀﾜｰ
　　ｴﾚｸｼｮﾝ

クレーン
　　　架設

集中方式
(TL・RS)
分散方式
(SSY)

一径間

単純桁

架設地点

地盤

工場

架設地点

架設地点付近製作ヤード

工
場

架設地点付近
製作ヤード

分割

分割
一
括

運搬

重量台車
高架橋上
取付道路上

高架橋下

可

不可 可

全径間又は
径間ごとに
組立解体

径間ごと
に移動 径間ごとに

一括

橋
脚
上
の
架
設

機
械

連
続
桁

架設地点後方
製作ヤード

架
設
地
点

橋体または
橋脚上

空中

支保工上

連
続
施
工

分
割

トレーラー運搬

不可

地盤

 

図５.６.１２ 架設工法の選定手順 

 

 架設工法の選定は、現地調査を行い架設地点での自然条件、計画条件（使用条件、施工条件）

及び社会環境条件に調和した合理的かつ経済的な工法の選定が必要である。 

 又、同時に施工の安全性、工期、労働条件さらには技術開発等々数多くの条件について総合的

な検討を行い選定する必要がある。 

 選定の目安を図５.６.１２、図５.６.１３に参考として示す。 
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表５.６.２ 架設工法の適用性 

枠

組

式

支

保

工

架

設

支

柱

式

支

保

工

架

設

併

用

支

保

工

架

設

移

動

作

業

車

移
動
作
業
車
と

　
　
　
　
　
　
補

助

架

設

桁

移

動

架

設

桁

ハ

ン

ガ

ー

タ

イ

プ

集

中

方

式

架

設

分

散

方

式

架

設

架

設

桁

架

設

ト

ラ

ッ
ク

ク

レ

ー

ン

架

設

門

型

ク

レ

ー

ン

架

設

併

用

架

設

エ

レ

ク

シ

ョ

ン

ガ

ー

ダ

ー

(

ト

ラ

ス

)

架

設

エ

レ

ク

シ

ョ
ン

ノ

ー

ズ

架

設

ト

ラ

ッ
ク

ク

レ

ー

ン

架

設

門

型

ク

レ

ー

ン

架

設

エ

レ

ク

シ

ョ

ン

ガ

ー

ダ

ー

(

ト

ラ

ス

)

架

設

20～40m ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ ○

40～60m ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ △ △ ○ ○ ○ △ ○ ◎

60～80m ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ △ ○ △

80～100m △ △ △ ◎ ○ △ △ △ ◎ △

100～150m ◎ △ ○

150～200m ◎ △

200m以上 ◎ △

単 純 桁 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

連 続 桁 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ラ ー メ ン ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ア ー チ ○ ○ ○ ◎ △ △ ○

斜 張 橋 ○ ○ ○ ◎ ◎

ト ラ ス 橋 ◎ ○

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ◎

△ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎

◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ △

◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ △

◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △

◎ ○ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ △ △

○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ ○ ◎ △ ○ △ ◎

△ △ △ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ◎

△ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ○ ◎

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

△ △ △ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ △ △ △ △ △

○ ○ △ △ ○○◎ ◎ ◎ ○ △ △

◎

ス

パ

ン

バ

イ

ス

パ

ン

工

法

△

（騒音・振動）
○ ○ ○ ○ ○ ○

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

◎

◎

天 候 に 対 す る 有 利 性

○

◎

◎

○

△

支間の変化に対する融通性

線形の変化に対する融通性

幅員の変化に対する融通性

桁 下 空 間 の 確 保

施 工 速 度

多 径 間 の 場 合 の有 利 性

小規模橋梁に対する適用性

桁 下 に 対 す る 安 全 性

環 境 に 対 す る 有 利 性

　　　　　　　　　　　　架　設　工　法

　諸　条　件

支
間

構
造
形
式

機 会 化 施 工

サ イ ク ル 施 工 が 可 能

桁高の変化に対する融通性

場　所　打 プレキャスト

プレキャスト
セ グ メ ン ト

プレキャスト桁
片

持

架

設

工

法

桁

架

設

工

法

プ
レ
キ

ャ
ス

ト

押
出
し
架
設
工
法

大
型
移
動
支
保
工
架
設
工
法

架
設
工
法

片
　
　
持

固 定 式
支 保 工
架 設 工 法

 

◎：適している、○：普通、△：あまり適していない、空欄：適用外 

参考：橋梁架設工事の積算（一社）日本建設機械施工協会（H26.5）P.554 表 3-3-1 


